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緊急事態時に国会議員の任期延長を許す憲法改正に反対し、大規模自然災害等 

の緊急事態時にも選挙を実施できるようにするための制度整備を求める意見書 

 

第１ 意見の趣旨 

 当会は、 

１ 現在、第２１２回国会の衆議院憲法審査会において議論がなされている、大規模

災害等の緊急事態時に国会議員の任期延長を許すとする憲法改正に反対する。 

２ 国に対し、大規模災害等の緊急事態時においても選挙を実施できるよう、公職選

挙法改正等の制度の整備をすることを求める。 

 

第２ 意見の理由 

１ はじめに 

  現在、第２１２回国会の衆議院の憲法審査会において、大規模自然災害等の緊急

事態時に国会の権能を維持するために国会議員の任期延長を認める内容の憲法改正

を行うべきであるとの議論が提起され、これに賛成する会派から具体的な条文案も

示されている。 

それら条文案では、概ね、外部からの武力攻撃、大規模自然災害、内乱、感染症ま

ん延等の緊急事態が発生し、選挙の一体性が害されるほどの広範な地域において国

政選挙の適正な実施が７０日を超えて困難であることが明らかな場合に、手続的要

件を充足すれば、国会議員の任期を延長（任期満了や衆議院解散の場合は前議員の

身分を復活させたうえで延長。延長期間は１年とするものや、「国政選挙が適正に実

施されるまでの間」の上限６ヵ月とするもの等があり、再延長を可とする。）すると

されている。手続的要件は、選挙実施困難性の認定は内閣が行い、国会において過

半数ないし出席議員の３分の２以上の事前承認を要するというものである。 
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２ 国民の選挙権行使の機会を縮小させること 

憲法は、主権が国民に存することを宣言し（前文、１条）、公務員を選定し及びこ

れを罷免することは国民固有の権利であると定め（１５条１項）、国会の両議院は全

国民を代表する選挙された議員でこれを組織すると定めて（４３条１項）、国民に対

し主権者として衆参両議院の議員の選挙において投票することによって国の政治に

参加する権利を保障している。選挙は国民が国の政治に参加して国政のあり方を決

めるという国民主権の根幹であるから、憲法はこうした国民主権の根幹に関わる権

利として、国民に選挙権を保障しているのである。 

したがって、国民の選挙権又はその行使を制限することは原則として許されず、

制限することがやむを得ないと認められる事由がなければならない（最高裁判所２

００５年（平成１７年）９月１４日在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件判決

同旨）。 

国会議員の任期は、衆議院議員が４年（４５条本文）、参議院議員が６年で３年ご

との半数改選であり（４６条）、衆議院議員について、衆議院解散の場合には期間満

了前に終了する（４５条但書）。従って、憲法は、衆議院について少なくとも４年に

１度の頻度で（衆議院解散の場合にはより高い頻度で）、参議院について３年に１度

の頻度で、国民に選挙権行使の機会を保障していると言える。これは、国民主権原

理を充実させるために、かかる頻度において国民の意思を国政に反映させる機会を

確保しているものでもある。 

議員任期が延長されれば、国民が、本来であれば延長前に行使できた選挙権を、

延長された期間中には行使できなくなり、選挙権を行使できる頻度も延長前より低

くなるのであるから、この権利行使の機会を縮小させることになる。選挙権行使の

頻度を低めるということは、憲法が国民主権を充実させようとした態度とは正反対

の方向であり、国民主権原理を後退させるものである。後述するところから明らか

なとおり、そのように選挙権行使の機会を縮小させることにやむを得ないと認めら
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れる事由があるとは言い難い。 

 

３ 濫用のおそれがあること 

  国会議員の任期を延長すれば、延長時点における議院の会派構成を維持すること

になる。そこで、内閣や、その存立の基礎である両議院（とりわけ衆議院）の多数

派（与党）が国民多数の支持を失っている場合には、権力維持目的で濫用されるお

それがある。 

  選挙実施困難性の認定権限を持つ内閣が、選挙（とりわけ衆議院議員総選挙）を

実施すれば自らの存立の基礎である政権与党が多数派を維持し得ず少数派勢力に転

落すると見通される場合に、現在の会派構成を維持するため、あえて選挙実施困難

であると認定する（逆にそのように考えない場合にはあえて認定しない）という恣

意的な権限行使をするおそれがあるからである。 

  また、内閣が選挙実施困難であると認定した場合の承認権限を有する国会も、任

期を延長しなければその地位を失うはずの国会議員が自ら任期延長の可否を決する

というのであるから、自らの保身の可否を自ら判断できることになるのであって、

延長を可とする誘因が強く、お手盛りの判断となる危険が大きいと言わざるを得な

い。任期を延長せずに選挙を実施すれば多数派勢力が少数派に転落する可能性が強

いという見通しがある場合にはなおさらである。 

  国会議員の任期延長が現に政治的に利用された実例があることも忘れてはならな

い。１９４１年（昭和１６年）、衆議院議員の任期満了前に立法措置により任期が１

年間延期されたことがあるが、その理由とされたのは、「今日のような緊迫した内外

情勢下に、短期間でも国民を選挙に没頭させることは、国政について不必要にとか

く議論を誘発し、不必要な摩擦競争を生じせしめて、内外外交上はなはだ面白くな

い結果を招くおそれがあるのみならず、挙国一致防衛国家体制の整備を邁進しよう

とする決意について、疑いを起こさしめぬとも限らぬので、議会の任期を延長して、



 

 

4 

 

今後ほぼ１年間は選挙を行わぬこととした」（法学協会「第七六帝國議會・新法律の

解説」（１９４１年（昭和１６年）有斐閣刊））ということであった。 

その翌年である１９４２年（昭和１７年）には一転して、「議会の刷新を期し、政

治力の結集を図ることがむしろ戦争遂行のため緊要であると考え、戦争の真っ最中

であえて総選挙を断行した」（「議会制度百年史・帝国議会史・下巻」６３６頁）とい

う理由により、戦時下、東京、横須賀、横浜、名古屋、神戸、大阪等への空襲の１２

日後に、任期満了時にあえて任期を延長することなく、衆議院議員総選挙（翼賛政

治体制協議会による推薦の有無により選挙戦に圧倒的な有利不利の差が生じたとさ

れ、当選者の８割以上を推薦者が占めたいわゆる翼賛選挙）が行われたのである。 

このような実例に鑑みても、憲法上、国会議員の任期延長を許すこととした場合

に権力維持目的で濫用されるということは、杞憂に過ぎないとは到底言えず、現実

的にそのおそれがあるものと言わねばならない。 

 

４ 議員任期を延長せずとも現行憲法の規定により対応可能であること 

  そもそも、憲法は、現在の議員任期延長条文案が想定するような場面に対処する

ため、参議院の緊急集会の規定を置いている（５４条２項後段）。衆議院解散により

全ての衆議院議員が不在となっても、「国に緊急の必要があるとき」には内閣が参議

院の緊急集会を求めることができるのである。参議院議員は半数ごとの改選である

（４６条）ため、全議員が不在となることはないし、定足数（５６条により各議院

の総議員の３分の１）に不足する事態が生じることもないため、緊急集会が開会で

きなくなる事態は想定し難い。緊急集会において採られた措置は「臨時のもの」と

され、次の国会開会後１０日以内に衆議院の同意がない場合には効力を失うものと

されて、衆議院による関与の機会が保障され、二院制の原則に対する配慮もなされ

ている。 

  衆議院議員の任期満了の場合には、公職選挙法３１条１項により、衆議院議員総
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選挙を「議員の任期が終る前三十日以内に行う」ことが原則とされているから、原

則として衆議院議員が不在となることはない。 

但し、同条２項が例外的場合を想定して定める、１項による総選挙期間が「国会

開会中又は閉会の日から二十三日以内にかかる場合」に、総選挙を「国会閉会の日

から二十四日以後三十日以内に行う」という場合には、衆議院議員不在の期間が生

ずる。１項による場合にも、衆議院議員総選挙を行うべき任期終了前３０日間に自

然災害等が発生すれば、衆議院議員不在の期間が生じ得る。 

しかし、これらはかなり稀な例外であると思われるうえ、この場合には憲法５４

条２項後段を類推適用して、参議院の緊急集会で対応することが考えられる。任期

満了による衆議院議員不在の場合も解散による不在の場合と状況が酷似しており類

推の合理的基礎があるうえ、この場合に類推適用しても解釈によって適用場面が不

当に広がるという事態は生じ得ないからである（２０２３年（令和５年）５月１８

日、衆議院憲法審査会に参考人として招致された長谷部恭男早稲田大学大学院教授

及び大石眞京都大学名誉教授の発言同旨）。 

参議院の緊急集会に関しては、衆議院解散総選挙の場合に衆議院議員の不在期間

が憲法上、７０日と限定されている（５４条１項により解散の日から４０日以内に

総選挙、総選挙から３０日以内に特別会招集）ことから、参議院の緊急集会の存続

期間も７０日に限定されていると解して、その日数を超えた事態への対応のために

議員任期延長の必要を説く見解もある。 

しかし、憲法上、参議院の緊急集会自体の存続期間が限定されているわけではな

く、国会の機能を臨時的に代替するという緊急集会の機能から考えれば、必ずしも

緊急集会の存続期間を衆議院解散から７０日と限定する必要性はない。そもそも、

憲法５４条１項が衆議院解散から総選挙までの日数及び総選挙から特別会の招集ま

での日数を限定した理由は、衆議院解散後に総選挙を実施しようとしなかったり、

総選挙後に特別会を招集しようとしなかったりして、国民の支持を失ったにもかか
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わらず従前の内閣（及び従前の衆議院多数派議員）が政権の座に居座り続けようと

することを許さないという目的によるのであり、日数の限定はその手段である。任

期延長を可能とし、国民の支持を失った内閣や多数派議員が政権の座に居座り続け

るのを認めるということでは、目的と手段が逆転することになり、本末転倒という

ほかない。 

  また、公職選挙法上、一部の投票所において「投票を行うことができない」又は

「更に投票を行う必要がある」場合であっても、繰延投票（公職選挙法５７条）に

よることで選挙そのものは実施し、当該一部の投票所において投票を繰り延べると

いう方策も用意されているから、これによることも可能である。この場合、投票が

繰り延べられた投票所を含む選挙区については選挙結果の確定が遅れることとなる

が、投票が可能となり次第、順次投票を実施して選挙結果を確定していけばよい。 

このように、議員任期を延長せずとも現行憲法の規定によって十分に対応可能な

のである。 

 

５ 緊急事態時にも選挙を実施できるようにするための制度の整備こそが必要である

こと 

  大規模自然災害時等において選挙実施が困難となる事態をより根本的に解決する

ためには、公職選挙法の改正等の制度整備によって、国民の選挙権の行使の機会を

拡充する方策を実現することがより重要である。 

  具体的には、平時から選挙人のバックアップ名簿を作成することや、避難者が住

所地の投票所に戻らずとも避難先の投票所で本来の選挙区における投票をできるよ

うにすること（現行制度でも、指定港における船員の不在者投票という制度（公職

選挙法４９条７項）があり、それと類似の制度を創設すること。）、郵便投票制度の

拡充（現行の公職選挙法４９条２項でも一部の身体障害者や要介護者に、あるいは

在外投票制度で認められている郵便発送による投票を被災者にも広げること。）、投
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票所単位の繰延投票では対処できない場合に備えて都道府県選挙管理委員会の判断

により選挙自体を延期できる制度の創設、などを検討すべきである（日本弁護士連

合会の２０１７年１２月２２日付「大規模災害に備えるために公職選挙法の改正を

求める意見書」でも同様の提言がなされている。）。 

また、大規模自然災害時には、被災自治体が選挙事務を担うことによる人的負担

及び経費負担を緩和すべきことも課題となるが、災害対策基本法の被災自治体への

職員派遣制度を弾力的に運用することによって人的負担を緩和し、費用を被災自治

体と職員派遣自治体のみの負担によることなく国が負担することによって経費負担

を緩和することにより解決可能である。 

このような制度の整備を行うことにより、大規模災害等の事態においても選挙の

実施が容易になると考えられ、それにより民意を反映した国会・内閣の構成が可能

となる。そして、そのような制度整備は、公職選挙法等の法改正等により可能なの

である。 

 

６ 結語 

  以上のとおり、国会議員の任期を延長する憲法改正案は、その想定する事態が現

行憲法規定により対応可能であるため改正の必要性が認められない。そうでありな

がら国民の選挙権行使の機会を縮小させ、国民主権原理を後退させるのみならず、

特に内閣・政権与党による濫用のおそれがある。真に国民主権、民主主義を尊重す

るためには、大規模自然災害等の下でも選挙を実施できる制度の整備こそが必要で

ある。 

  よって、当会は、第２１２回国会の衆議院憲法審査会において議論されている、

大規模災害等の緊急事態時に国会議員の任期延長を許すとする憲法改正に反対する

とともに、国に対し、大規模災害等の緊急事態時においても選挙を実施できるよう、

公職選挙法改正等の制度の整備をすることを求める。 
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２０２３年（令和５年）１２月６日            

福岡県弁護士会            

会長 大 神 昌 憲      

 


